
平成 26 年度地方財政計画のポイント 
総 務 省 自 治 財 政 局 
平 成 ２ ６ 年 ２ 月 

地方財政計画は、地方交付税法第７条の規定に基づき作成される地方団体の歳入

歳出総額の見込額に関する書類であり、国会に提出するとともに、一般に公表する

ものである。 
 
１．通常収支分 

 （１）主な歳入歳出の概要 
（単位：兆円、％） 

※ 表示単位未満四捨五入の関係で積上げと合計が一致しない箇所がある。 
 

区  分 
26 年度 

A 

25 年度 

B 

増減額 

C=A-B 

増減率 

C/B 

歳  
 

入 

地方税・地方譲与税等 37.9 36.5 1.4 3.8

地 方 交 付 税 16.9 17.1 ▲ 0.2 ▲ 1.0

国 庫 支 出 金 12.4 11.9 0.6 5.1

地 方 債 10.6 11.2 ▲ 0.6 ▲ 5.3

  臨時財政対策債 5.6 6.2 ▲ 0.6 ▲ 9.9

  臨時財政対策債以外 5.0 4.9 0.0 0.5

そ の 他 5.6 5.4 0.2 4.1

計 83.4 81.9 1.4 1.8

一般財源総額 60.4 59.8 0.6 1.0

（水準超経費除き）「一般財源」 59.4 59.0 0.4 0.7

歳  
 

出 
給 与 関 係 経 費 20.3 19.7 0.6 3.0

  退 職 手 当 以 外 18.5 17.8 0.7 3.9

  退 職 手 当 1.9 2.0 ▲ 0.1 ▲ 5.0

一 般 行 政 経 費 33.2 31.8 1.4 4.4

  うち 地域の元気創造事業費 0.35 － 0.35 皆増

地域経済基盤強化・ 雇用等対策費 1.2 1.5 ▲ 0.3 ▲ 20.1

公 債 費 13.1 13.1 ▲ 0.0 ▲ 0.3

投 資 的 経 費 11.0 10.7 0.3 3.1

  うち 緊急防災・減災事業費 0.5 － 0.5 皆増

給 与 の 臨 時 特 例 対 応 分 － 0.8 ▲ 0.8 皆減

  緊急防災・減災事業費 － 0.45 ▲ 0.45 皆減

  地域の元気づくり事業費 － 0.3 ▲ 0.3 皆減

そ の 他 4.5 4.3 0.2 4.9

計 83.4 81.9 1.4 1.8



 

（２）ポイント 

① 一般財源総額について、平成25 年度の水準を相当程度上回る額を確保 

赤字地方債を抑制し、一般財源の質も改善 

  一般財源総額        60.4 兆円（＋0.6 兆円、前年度 59.8 兆円） 
・ 地方税                              35.0 兆円（＋1.0 兆円、前年度34.0 兆円） 

・ 地方譲与税 ･ 地方特例交付金○○○○○○2.9 兆円（＋0.4 兆円、○同度02.5 兆円） 

・ 地方交付税                     16.9 兆円（▲0.2 兆円、○同度17.1 兆円） 

・ 臨時財政対策債                  0        5.6 兆円（▲0.6 兆円、●同度06.2 兆円） 

 

② 歳出特別枠・交付税の別枠加算の確保 

・ 歳出特別枠（㉕1.5兆円）については、地域の元気創造事業への振り替え分（0.3兆円）を含めて実

質的に前年度水準を確保（㉖1.2兆円） 

・ 交付税の別枠加算（㉕0.99兆円）については、地方税収の状況を踏まえて、一部を縮小しつつ、

必要な額を確保（㉖0.61兆円） 

 

③ 緊急防災・減災事業費、地域の元気創造事業費の増額確保 

・ 緊急防災・減災事業費                        0.5 兆円（前年度0.45 兆円） 

・ 地域の元気創造事業費                             0.35 兆円（○同 ○00.3 兆円（地域の元気づくり事業費）） 

※交付税の算定にあたり、各地方公共団体のこれまでの行革努力や地域経済活性化の成果を反映して配分 

＜参考＞平成25 年度は、給与の臨時特例対応分として単年度限りの措置として計上 

 

④ 地方法人税の交付税原資化 

・ 法人住民税法人税割の税率引下げ分に相当する地方法人税を創設 

・ 地方法人税の全額を交付税特別会計に直接繰り入れ、地方交付税原資化 

 
 

２．東日本大震災分 

○ 震災復興特別交付税 

復旧・復興事業の地方負担分、地方税の減収分等を全額措置するため 0.6 兆円確保 

 

 


